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第６次行財政改革大綱
を策定しました
　本市では、昭和 61年に第 1次行政改革大綱を策定、改革に着手して以降、
さまざまな取り組みを積極的に行い成果を挙げてきました。平成 27年度から
始まる第 6次大綱では、市民のみなさんに満足していただける行政サービス
の維持、安定した財政基盤の構築に向けた歳入確保などの改革を進めます。
問い合わせ先　本庁舎行財政改革課  0857-20-3164  0857-20-3040

第 6次行財政改革大綱の柱と施策
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方針 市
民
と
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で
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み
よ
い
ま
ち
づ

く
り
を
推
進

①圏域をけん引する都市経営の推進
②コンパクトなまちづくりの推進
③参画と協働によるまちづくりの推進
④行政の事務・事業領域の見直し及び適切な業務分担
⑤広聴・広報の充実

協働のもと信頼される都市経営の推進柱１

市
民
目
線
で
事
業

の
整
理
・
合
理
化

を
促
進

①財産経営の推進
②成果、優先度等に基づく事業の整理合理化
③精緻な財務情報に基づく健全財政の堅持
④経費の節減合理化
⑤外郭団体の経営健全化
⑥公営企業等の経営健全化

身の丈に合った歳出規模の堅持柱３

改
革
意
識
の
高
い

組
織
風
土
づ
く
り

を
促
進

①電子自治体の推進
②業務実施手順の改善と業務執行の適正化
③組織・機構の見直し
④人的資源管理の戦略化
⑤定員管理の適正化
⑥職員評価・給与制度の見直し

挑戦し続けるマネジメントの確立柱４

子
育
て
が
し
や
す

い
環
境
を
整
備

①転入超過都市への転換
②結婚・妊娠・出産・子育て対策の重点化
③高齢者・女性の社会参加の促進
④交流人口の拡大
⑤税・税外収入の収納率の向上及び使用料等の適正化
⑥新たな財源の確保・充実

将来にわたる税財源の拡充柱２

●今まで以上に歳入増加の視点を強めることで将
来にわたる財政基盤の強化に努めます。
●改革の重点をフロー（歳入・歳出の増量）改革
からストック（資産・負債の存量）改革へとさ
らに大きく変化させます。
●改革の実行にあたっては、簡素で強力な組織体
制を構築し、地域とともに発展する自信と誇り・
夢と希望に満ちた鳥取市をめざします。

【総合目標】（平成30年度末）

税収 254億円以上の実現
（平成25年度：231.2億円）

【改革の目的】

１

２

３

ふるさと寄附金 4億円以上の実現
（平成 25年度：1.2 億円）

15歳以上40歳未満の転出者数を転入者数の範
囲に収める（平成25年度：681人の転出超過）

第 6 次鳥取市行財政改革大綱 

構想期間：平成 27 年度～平成 31 年度  
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公共施設の経営基本方針における目的

（目的１）

公共サービスの維持・向上
　施設の複合化や多機
能化、公民連携などに
よって、これからの市
民ニーズや社会様態に
あった公共施設に転換
することで、施設にお
けるサービスの維持・
向上を図ります。

（目的２）

安全・安心な市民生活
　計画的な施設保全を
推進し、将来にわたっ
て安全性の確保された
公共施設を市民に提供
することで、安全で安
心な市民生活・活動を
支えます。

（目的３）

次世代の負担軽減
　中長期的な視点を持
ち、公共施設にかかる
生涯経費を圧縮するこ
とで、次世代へ過度な
負担をかけません。
※今後40年間で施設の
総延床面積 29パー
セントを縮減。

方針は各地区公民館に設置
のほか、市ホームページで
ご覧いただけます。

老朽化

公民館
コミュニティセンター

学校施設 老人福祉センター

老朽化

公民館・福祉施設・子育て支援施設等の複合施設
として、地域のコミュニティ活動の拠点施設に

（文部科学省 学校施設と他の公共施設等との複合化検討部会資料から抜粋）

＜事業例（イメージ）＞
　従来の 1施設 1機能の考え方ではなく、複
合化によって多様な人々が集う地域の核とな
る公共施設をめざします。
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